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複合用途防火対象物等における自動火災報知設備の取扱いについて 
 
 
 平成１４年８月２日に公布された「消防法施行令の一部を改正する政令」（平成１４年政

令第２７４号）により、消防法施行令（以下「令」という。）別表第一（１６）項イに掲げ

る防火対象物に係る自動火災報知設備の設置対象範囲が、延べ面積が５００平方メートル

以上で、かつ、令別表第１（１）項から（４）項まで、（５）項イ、（６）項又は（９）項

イに掲げる防火対象物の用途に供される部分の床面積の合計が３００平方メートル以上の

ものから、延べ面積が３００平方メートル以上のものに拡大されるとともに、令別表第一 
（１）項から（４）項まで、（５）項イ、（６）項又は（９）項イに掲げる防火対象物の用

途に供される部分が避難階以外の階（１階及び２階を除くものとし、総務省令で定める避

難上有効な開口部を有しない壁で区画されている部分が存する場合にあっては、その区画

された部分とする。以下記第１において「避難階以外の階」という。）に存する防火対象物

で、当該避難階以外の階から避難階又は地上に直通する階段が２（当該階段が屋外に設け

られている場合等にあっては、１）以上設けられていないものも、新たに自動火災報知設

備を設置しなければならない防火対象物として追加されました。 
 本改正に伴い、自動火災報知設備の設置対象となる防火対象物であって、平成１５年１

０月１日以降に新築される防火対象物等にあっては竣工までに、平成１５年１０月１日に

おいて現に存する防火対象物又は現に新築、増築、改築、移転、修繕若しくは模様替えの

工事中の防火対象物にあっては平成１７年１０月１日までに、それぞれ自動火災報知設備

を設置する必要があります。 
 今般、本改正に伴い自動火災報知設備を設置しなければならない防火対象物であっても、 
防火対象物の位置、構造及び設備の状況等から判断して、火災の発生及び延焼のおそれが

著しく少なく、かつ、火災等の災害による被害を最小限度に止めることができると認めら

れるものとして、自動火災報知設備を設置しなくともよいと考えられる防火対象物につい

て、下記のとおりとりまとめましたので、令第３２条を適用する場合の参考としてくださ

い。 
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 なお、貴都道府県の市町村に対してもこの旨周知されるようお願いします。 
 

記 
 

第１ 特例基準の適用範囲 
 １ 令第２１条第１項第３号に掲げる防火対象物のうち、令別表第一（１６）項イに掲

げる防火対象物で、次の（１）及び（２）に掲げる条件に該当する場合にあっては、 
既存、新築の別を問わず、令第３２条の規定を適用し、自動火災報知設備を設置しない

ことができるものであること。 
（１）防火対象物の延べ面積は、５００平方メートル未満であること。 
（２）令別表第一（１）項から（４）項まで、（５）項イ、（６）項又は（９）項イに掲げ

る防火対象物の用途（以下「特定用途」という。）に供される部分が、次のアからウに

掲げる条件のすべてに適合すること。 
ア 特定用途に供される部分の存する階は、避難階であり、かつ、無窓階以外の階であ

ること。 
イ 特定用途に供される部分の床面積の合計は、１５０平方メートル未満であること。 
ウ すべての特定用途に供される部分から主要な避難口に容易に避難できること。 

 ２ 令第２１条第１項第６号の２に掲げる防火対象物のうち、避難階以外の階の部分の

すべてが次の（１）から（３）に掲げる条件のいずれかに該当する場合は、既存、新築 
の別を問わず、令第３２条の規定を適用し、自動火災報知設備を設置しないことができ

るものであること。 
（１）居室以外の部分（機械室、倉庫等）であって、不特定多数の者の出入りがないもの。 
（２）実態上の用途が特定用途以外の用途に供される部分であって、「令別表第一に掲げる

防火対象物の取扱いについて」（昭和５０年消防予第４１号及び消防安第４１号。以下

「４１号通知」という。）１（２）より、主たる用途に供される部分の従属的な部分を

構成すると認められる部分とされたため、当該部分が特定用途に供される部分として取

り扱われているもの。 
（３）一般住宅の用途に供される部分であって、４１号通知２（２）により、防火対象物

全体が単独の特定用途に供される防火対象物として取り扱われることとされたため、当

該一般住宅の用途に供される部分が特定用途に供される部分として取り扱われている

もの。 
第２ 住宅防火対策等に係る配慮 
   令第３２条の規定を適用して自動火災報知設備を設置しないこととされた防火対象

物であっても、一般住宅の就寝の用に供される部分を有するものにあっては、火災の早

期発見という観点から、当該部分に住戸用自動火災報知設備又は住宅用火災警報器等を

設置することが望ましいこと。なお、住宅用火災警報器を設置する場合は、寝室、台所、

階段室等に設置するよう配慮されたい。 
 


